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   序 章  
  第一部 再建時通達と再建時利益をめぐる「課税」論 
 第 １ 章 再建時利益に関する立法経緯 
 第 ２ 章 EStG 第 3条第 66号廃止前後の学説 
 第 ３ 章 再建時通達の論理構造 
 第 ４ 章 再建時通達の「適法性」をめぐる学説（その 1） 
 第 ５ 章 再建時通達の「適法性」をめぐる学説（その 2） 
  第二部 再建時利益に関する実務分析 
 第 ６ 章 Debt Equity Swap 
 第 ７ 章 再建時通達と監査の関係 
  第三部 再建時利益「課税」問題をめぐる判例 
 第 ８ 章 各州の FG の見解 
 第 ９ 章 BFH 第 10法廷の見解 
 第 10 章 BFH 大法廷の見解 
2 
 
  第四部 研究成果 
 結 章  
  翻訳資料 
   2003年 03月 27日付の再建時通達 
2004年 05月 27日付の FG Münster の判決 
2007年 12月 12日付の FG München の判決 
2008年 04月 24日付の FG Köln の判決 
2010年 07月 14日付の BFH 第 10法廷の判決 
2013年 04月 24日付の FG Sachsen の判決 
2015年 03月 25日付の BFH 第 10法廷の判決 
2016年 11月 28日付の BFH 大法廷の判決 
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４ 論文の概要 


























































































   本論文は，『商学研究論集』に公表された論文 6編ならびに日本会計研究学会全国大会での秀
逸なる報告に至る，一連の地道な研究活動の成果に基づいて作成されたものである。「明治大学




















   本学位請求論文は，商学研究科において必要な研究指導を受けた上で提出されたものであり，
本学学位規程の手続きに従い，審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合格したので，
博士（商学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
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